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市町村合併という選択と判断   

住みたい富山研究所 谷口新一 TANIGUCHIShimichi  

1、はじめに  クラスターカ折によ・る市町村の縫付き（統合：9指拝）  
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いわゆる地方分権一括法が平成12年4月  

1日に施行され、地方自治体における「自  

己決定・自己責任・自己負担」という本来  

の地方自治へと舵がきられた。市町村合併  

は、拡大した機能と責任に見合う自治体へ  

の変革の一つの選択肢となっている。現在、  

市町村合併を住民が判断する上での情報提  

供が求められている。メリット・デメリッ  

トという単純な情報に加え、今後はより客  

観的定量的な判断材料が求められている。  

私は、ORについての表面的な知識しか持  

ち合わせていないが、判断材料としてOR  

や統計的なアプローチが果たす役割も大き  

いと思われる。富山県における状況を通し  

て、ORを市町村合併の判断材料に応用す  

るヒントになれば嬉しい。  
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2、一般的に流布している  

（定量的と思われるものに絞って）  
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図2、クラスター分析  

図1、人口規模と1人あたり行政コスト  （富山県内35市町村、下表は使用9指標）  

（散布図、横軸：人口1■縦軸：行政コスト）  
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5は、合併したと仮定した場合の、人件費  

削減数などを試算するた．めに用いられてい  

る自治体のランク属性表であるム  

市町村合併は最終的には、住民の定性的な  

判断に委ねられているという‾ことにも原因  

があるのだろうが、せいぜいこの程度の定  

量分析しか行われていない。  図3、通勤通学率による結びつき  

（日本改策投資銀行藻谷氏作成による）  

3、まとめ  

図4から次のような概念を独自に作成して  

みた。  

図4、合併希望相手先アンケート  

（抜粋、富山県のケース）  単なる足し算と引き算であり、ORや統計  

的なアプローチではないが、私なりに事実  

を明らかにし、浮き彫りにするために思い  

ついたものである。  

近年の市町村合併論議は、昭和大合併以来、  

50年来の国民の大きな意思決定のステー  

ジである。今後、より精緻な住民アンケー  

トなども筆施されるであろう。また、住民  

は客観的判断材料を求めている。AHP手  

法など、ORに期待される役割も大きい。  
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図5、市町村類似団体（町村の場合）  

図1～図4は、合併をするのかしないのか、  

合併するとしたらどういう組み合わせが想  

定されるのか、などの判断材料である。図  
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